
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

　

２
０
１
５
年
に
締
結
さ
れ
た
パ
リ
協

定
は
、「
今
世
紀
後
半
に
温
室
効
果
ガ

ス
の
排
出
量
を
正
味
ゼ
ロ
に
す
る
」
な

ど
の
野
心
的
な
長
期
目
標
を
掲
げ
た
。

こ
れ
を
受
け
、
日
本
政
府
は
19
年
６
月

11
日
に
「
パ
リ
協
定
に
基
づ
く
成
長
戦

略
と
し
て
の
長
期
戦
略
」
を
閣
議
決
定

し
た
。
長
期
戦
略
は
、「
脱
炭
素
社

会
」
を
掲
げ
、
50
年
ま
で
に
80
％
の
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
に
取
り
組
む
こ
と
や
、

こ
の
達
成
の
た
め
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を

通
じ
た
「
環
境
と
成
長
の
好
循
環
」
の

実
現
を
目
指
す
こ
と
な
ど
が
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。

　

世
界
で
は
人
口
が
増
え
続
け
、
経
済

成
長
を
支
え
る
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

要
も
旺
盛
で
あ
り
、
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ

Ｏ
２
）
排
出
量
が
大
き
く
安
価
な
石
炭

火
力
と
い
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
に
対
す

る
依
存
度
が
依
然
と
し
て
高
い
。
エ
ネ

ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
見
る

と
、
14
年
の
世
界
全
体
の
排
出
量
は
90

年
対
比
で
58
％
増
加
し
た
（
図
表
）。

た
だ
、
日
本
や
米
国
な
ど
の
先
進
国
に

お
け
る
排
出
量
の
増
加
率
は
相
対
的
に

低
く
、
Ｅ
Ｕ
に
至
っ
て
は
90
年
時
点
か

ら
減
少
し
た
。
他
方
、
急
速
な
人
口
成

長
と
経
済
発
展
を
遂
げ
る
中
国
や
イ
ン

ド
な
ど
の
開
発
途
上
国
の
排
出
量
は
大

幅
に
増
加
し
て
い
る
。
国
際
エ
ネ
ル
ギ

ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
に
よ
れ
ば
、
15
年

時
点
で
中
国
は
世
界
１
位
、
イ
ン
ド
は

世
界
３
位
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
国
で
あ
る

（
２
位
は
米
国
）。
パ
リ
協
定
で
は
、

歴
史
上
初
め
て
開
発
途
上
国
も

含
め
た
す
べ
て
の
加
盟
国
が
排

出
量
削
減
に
取
り
組
む
こ
と
が

約
束
さ
れ
、
そ
の
際
に
、
先
進

国
側
が
開
発
途
上
国
に
対
し
て

必
要
な
支
援
を
提
供
す
る
こ
と

と
な
っ
て
い
る
。

　

世
界
的
に
高
炭
素
社
会
か
ら

脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
が
進
む

過
程
で
、
ビ
ジ
ネ
ス
に
と
っ
て

は
さ
ま
ざ
ま
な
リ
ス
ク
や
機
会

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
気
候

関
連
財
務
情
報
開
示
タ
ス
ク
フ

ォ
ー
ス
（
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
）
は
企
業

に
対
し
て
、
こ
う
し
た
リ
ス
ク

や
機
会
を
財
務
情
報
と
結
び
つ

け
て
開
示
す
る
こ
と
を
提
言
し
て
い
る
。

　

移
行
の
際
の
リ
ス
ク
と
し
て
、
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
（
注
）
が
強
化
さ

れ
る
と
い
っ
た
法
規
制
の
変
更
な
ど
が

挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
製
造

業
や
火
力
発
電
業
な
ど
、
Ｃ
Ｏ
２
を
多

く
排
出
す
る
産
業
で
は
、
操
業
コ
ス
ト

の
増
大
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

一
方
、
機
会
に
つ
い
て
は
、
低
炭
素

製
品
の
開
発
や
、
開
発
途
上
国
な
ど
新

た
な
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
よ
り
、
ビ

ジ
ネ
ス
が
拡
大
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

て
い
る
。
環
境
効
率
の
良
い
製
品
の
製

造
を
得
意
と
す
る
日
本
企
業
に
と
っ
て

は
、
大
き
な
チ
ャ
ン
ス
で
あ
ろ
う
。
政

府
の
長
期
戦
略
に
お
い
て
も
、
工
業
製

品
の
質
や
科
学
技
術
の
水
準
の
高
さ
で

世
界
的
に
信
頼
さ
れ
て
い
る
わ
が
国
が
、

ま
ず
は
模
範
と
な
る
よ
う
国
内
で
の
取

組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
、
世
界
全
体

の
脱
炭
素
化
の
た
め
の
事
業
機
会
の
拡

大
を
目
指
す
と
し
て
い
る
。
日
本
企
業

の
技
術
が
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
に
貢

献
し
、
そ
れ
が
日
本
企
業
の
成
長
力
の

源
泉
に
つ
な
が
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

（
注
）　

炭
素
税
や
排
出
量
取
引
制
度
な
ど
、

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
に
対
し
て
価
格
を
付
け

る
こ
と
。

脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
に

日
本
企
業
は
貢
献
で
き
る
か

（
環
境
省
「
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
」）

大
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総
研　
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沼
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（注） 　統計の作成方法の変更により、中国の排出量は10年と11
年の間で不連続になっている。

（出所） 　IEA “CO2 Emissions from Fuel Combustion” （2016 
edition）、環境省「世界のエネルギー起源CO2排出量」か
ら大和総研作成。

〔図表〕 主な国・地域別エネルギー起源
CO2排出量の推移（90年対比）
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